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第３回 鎌倉市下水道事業運営審議会
経営戦略の記載事項

令和２年（2020年）３月２６日（木）
神奈川県鎌倉市

下水道のマスコットキャラクタースイスイ

資料１



昭和33年 3月13日
鎌倉処理区の都市計画決定

昭和34年 1月
汚水管渠工事着手

昭和61年 1月21日
大船処理区の都市計画決定

種 別 既設数量 備考

下水道終末処理場 2箇所 七里ガ浜浄化センター、山崎浄化センター

中継ポンプ場 7箇所 小町ポンプ場は休止中

汚水管きょ 489㎞

雨水管きょ 239㎞ 開きょ、矩形きょ、台形きょを含む

雨水調整池

（ポンプ排水式）
7箇所 下水道事業計画施設 容量：25,100ｍ３

公共下水道の資産（終末処理場・中継ポンプ場・下水道管路（汚水・雨水））は膨大。
多くの資産が耐用年数を超え、老朽化が進み、更新の時期を迎えている。

一方、人口は減少し、生活様式の変化や節水意識も高まることで、料金収入（下水道使用料）
は減少傾向にある。

■ 経営戦略の策定はなぜ必要か

中長期的な基本計画である「経営戦略」を策定し、
経営基盤強化とマネジメントの向上に取組むことが必要。

そのために



「経営戦略」についての基本的な考え方と構成

○ 「経営戦略」は、各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画。
○ 「経営戦略」は、「投資試算」（施設・設備投資の見通し）等の支出と「財源試算」（財源の見通し）を均衡させた「投資・
財政計画」（収支計画）が中心。
○組織効率化・人材育成、広域化、PPP/PFI等の効率化・経営健全化の取組方針を記載。

投資・財政計画（収支計画）

投資試算 財源試算
均衡

［投資以外の経費］

効率化・経営健全化の取組方針

組織,人材,定員,給与
に関する事項

広域化,民間の資金・ノウ
ハウ活用等に関する事項

その他の経営基盤強
化の取組（ICT活用等）

資金不足比率,資金
管理・調達,情報公開

その他重点事項（防災対
策,危機管理等）

経営戦略［イメージ］

反映
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「投資・財政計画」（収支計画）策定までの流れ

現状把握・分析、
将来予測

目標設定、
水準の合理化

計画策定
（取りまとめ）

戦略実施、
事後検証など

施設・設備の現状把握

将来の需要予測

投資試算 財源試算

財務状況の適切な現状把握・分析

将来の財源等予測

投資額の合理化 財源構成の検討

投資試算 財源試算

事後検証・更新等

ギャップが生じた場合

財源試算の再検討

投資以外の経費の効率化

○ダウンサイジング、スペックダウン
○予防保全型維持管理を含む適切な維持
管理による長寿命化

○過剰投資・重複投資の精査
○新たな知見や新技術の導入
○優先順位が低い事業の先送り、取りやめ
○民間資金・ノウハウ等の活用（PPP/PFI
の導入等）

○広域化の推進等

○内部留保額の見直し
○料金の見直し等

給与・定員の見直し、広域化の推進、民
間のノウハウの活用（指定管理、民間委託
等）、ICTの活用等による更なる効率化

両面から
均衡点を探る

投資試算の再検討

目標設定
経営の基本方針
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経営戦略策定・改定マニュアルに示されるひな型（下水道事業）
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経営戦略策定・改定マニュアルに示されるひな型（下水道事業）

１．事業概要

（１）事業の現況 施設 供用開始年度、処理区域内人口密度
処理場数 等

現
状
把
握
・分
析

使用料 使用料体系の概要・考え方
使用料（２０㎥あたり） 等

組織 職員数 等

（２）民間活力の活用等 民間活用の状況 民間委託、指定管理者制度
ＰＰＰ・ＰＦＩ

資産活用の状況 エネルギー利用
土地・施設等利用

（３）経営比較分析表を
活用した現状分析

「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について（公
営企業三課室長通知）」による経営比較分析表を添付
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経営戦略策定・改定マニュアルに示されるひな型（下水道事業）

２．将来の事業環境

（１）処理区域内人口の
予測

処理区域内人口の予測について、予測の方法（考え方）や根拠等
も含め記載する。人口予測の方法例としては、社人研による将来推
計人口等を適宜活用することが挙げられる。

将
来
の
需
要
予
測
・財
源
等
予
測

（２）有収水量の予測 有収水量の予測について、予測の方法（考え方）や根拠等も含め、
記載する。有収水量予測の方法例としては、過去の有収水量を基に
今後の需要を推計するほか、節水トイレの普及状況、接続率等を参
考にすることが挙げられる。

（３）使用料収入の見通
し

使用料収入の見通しについて、見通しの方法（考え方）や根拠等も
含め記載する。使用料収入の見通しの方法例としては、今後の人口
推計を基に今後の需要を推計するほか、節水トイレの普及状況、接
続率等を参考にすることが挙げられる。
将来予定している使用料改定等も踏まえ収入を見込むこと。

（４）施設の見通し 施設・設備、管渠の老朽化度合、有収水量の予測を踏まえた施設
の余剰能力の見通しなどについて、施設の所在地を示す地図等の
図表などを適宜用いながら記載する。ストックマネジメント計画や個
別施設計画等の計画との整合性にも留意が必要。

（５）組織の見通し 定員の管理計画等を踏まえた将来の職員数の見通し等について、
記載する。
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経営戦略策定・改定マニュアルに示されるひな型（下水道事業）

３．経営の基本方針

都道府県構想や事業計画との整合性に留意し、事業を継続する上での経営理念、基本方針
等について記載する。市の他計画（総合計画など）との関連性、位置づけも踏まえ記載。

（記載例）

豊かな自然環境である河川やため池などの水質汚染を防ぎ、安全で快適な市民生活を実現するために、
下水道関連施設の整備を進めるとともに水洗化の促進を図る。
①公共下水道の整備促進
市内の環境改善に大きく寄与している公共下水道の整備については、「○○構
想」に基づき、・・・・・・
②水洗化の促進
③下水道施設の老朽化対策
④下水道財政の健全化
⑤広域的な汚水処理計画の策定と実施

目
標
設
定

経
営
の
基
本
方
針
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経営戦略策定・改定マニュアルに示されるひな型（下水道事業）

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画
（収支計画）

計画期間内の収支見通しである投資財政計画については、投資
試算をはじめとする支出と財源試算により示される収入が均衡した
形で策定。
赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されている
ことが必要 投

資
試
算
・財
源
試
算

（２）投資・財政計画（収
支計画）の策定に当
たっての説明

収支計画のうち投
資についての説
明

収支計画の策定の前提となる長期投資試算
の結果及びそれに基づく長期目標
収支計画の策定に当たって反映した取組につ
いて具体的（対象施設、時期、金額等）に記載
すること。

収支計画のうち財
源についての説
明

収支計画の策定の前提となる長期財源試算
の結果及びそれに基づく長期目標
収支計画の策定に当たって反映した取組につ
いて具体的（時期、金額、対象施設等）に記載
すること。
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経営戦略策定・改定マニュアルに示されるひな型（下水道事業）

４．投資・財政計画（収支計画）

（３）投資・財政計画（収
支計画）に未反映の取
組や今後検討予定の取
組の概要

今後の投資につ
いての考え方・検
討状況

・広域化・共同化・最適化に関する事項
・投資の平準化に関する事項
・民間活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
・その他の取組

投
資
試
算
・財
源
試
算

今後の財源につ
いての考え方・検
討状況

・使用料の見直しに関する事項
・資産活用による収入増加の取組について
・その他の取組

投資以外の経費
についての考え
方・検討状況

・民間活力の活用に関する事項（包括的民間委
託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFI
など）
・職員給与費に関する事項
・動力費に関する事項
・薬品費に関する事項
・修繕費に関する事項
・委託費に関する事項
・その他の取組

（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発
生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回
収率等の指標に係る目標値を記載すること。
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経営戦略策定・改定マニュアルに示されるひな型（下水道事業）

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

進捗管理（モニタリング）や見直し（ローリング）等の経営戦略の事後
検証、改定等に関する考え方について記載すること。 事

後
検
証
・更
新
等


